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波に着目し，励磁コイルによりコンクリート中の鉄筋を 100 Hz 程度で正弦加振させ，ドッ
プラレーダ法を用いて鉄筋振動変位を非破壊かつ定量的に計測する Fig. 1-1 に示すような加
振レーダ法を提案してきた． 
 




















































Fig. 2-1 に加振パルスレーダ法におけるドップラ成分計測の概要図を示す． 
 




パルスレーダにおけるパルス波形として，𝑡=0 でピーク値 1 を持つ任意の単峰性孤立波
 𝑒(𝑡) を中心周波数 𝑓𝑐の複素正弦波で変調した複素変調パルス波 ?̇?(𝑡) を考える． 
?̇?(𝑡) = 𝑒𝑗2𝜋𝑓𝑐𝑡𝑒(𝑡)                                             (2-1)  
今，送信点から距離 𝐿 離れた反射体に向けパルス波を照射し，反射体からの反射波を同
一地点で受信する．このとき，複素受信レーダ波形 ℎ̇(𝑡) は反射係数を 𝑅，電磁波の伝搬速
度を 𝑣 として式(2-2)のように表される． 
ℎ̇(𝑡) = 𝑅?̇? (𝑡 −
2𝐿
𝑣













射体を単一周波数 𝑓𝑣 ，振動振幅   で電磁波の伝搬方向に振動させると，振動により反射
波の伝搬距離が変化するため，距離の時間変動を 𝐿(𝑡) とすると式(2-3)のように表される．
この時，任意の計測地点𝑥𝑛において変化する加振信号の位相を𝜃𝑛とする． 
𝐿(𝑡) = 𝐿 −  cos(2𝜋𝑓𝑣𝑡 + 𝜃𝑛)                                 (2-3) 
レーダ波形の変動は GHz オーダーであるのに対し， 𝑓𝑣  は 1 kHz 以下であり，𝐿(𝑡) の変化
速度は極めて遅い．繰り返し時間 𝑇 毎に対しレーダ波形は瞬時に得られるため，レーダ波
形の遅延時間 𝑡 とその取得時間 𝑇 は独立とみなせる．ここで，レーダ波形を繰り返し毎に
並べ変えた 2 次元の複素レーダプロファイルℎ̇(𝑡, 𝑇) を考えると，式(2-4)のように表される． 
ℎ̇(𝑡, 𝑇) = 𝑅?̇? (𝑡 − 2
𝐿−𝛿 cos(2𝜋𝑓𝑣𝑇+𝜃𝑛) 
𝑣
)                         (2-4) 
ここで  ?̇?(𝑡) ,  ℎ̇(𝑡)の時間  𝑡  に対するフーリエ変換をそれぞれ  ?̇?(𝑓)， ?̇?0(𝑓) =
𝑅?̇?(𝑓)𝑒−𝑗4𝜋𝑓𝐿/𝑣とすると， ℎ̇(𝑡, 𝑇) のフーリエ変換 ?̇?(𝑓, 𝑇) は式(2-5)のように表される． 




cos(2𝜋𝑓𝑣𝑇+𝜃𝑛)                            (2-5) 
加振レーダ法と同様，電磁波の波長 𝜆 =  𝑣/𝑓に対し，振動変位   は極めて小さいため
𝑓 /𝑣 ≪ 1より，式(2-5)を 1 次近似すると式(2-6)が得られる． 
?̇?(𝑓, 𝑇) ≅ ?̇?0(𝑓){1 + 𝑗4𝜋𝑓 cos(2𝜋𝑓𝑣𝑇 + 𝜃𝑛) /𝑣}             
≅ ?̇?0(𝑓) {1 + 𝑗
4𝜋𝑓𝛿
𝑣
(𝑒𝑗(2𝜋𝑓𝑣𝑇+𝜃𝑛) + 𝑒−𝑗(2𝜋𝑓𝑣𝑇+𝜃𝑛))}            (2-6) 
ここで，?̇?(𝑓, 𝑇) は時間変動のない項と振動周波数 𝑓𝑣で正弦変化する項に分離している．式
(2-6)を計測時間 𝑇 方向にフーリエ変換すれば直流成分 ?̇?0(𝑓)と振動周波数 𝑓𝑣での成分
 ?̇?𝐷(𝑓) が抽出される．従来のネットワークアナライザで計測される無変調成分は ?̇?0(𝑓)，




𝑒𝑗𝜃𝑛                                  (2-7) 
?̇?0(𝑓) ，?̇?𝐷(𝑓) を周波数 𝑓 に対して逆フーリエ変換すれば，任意の計測地点 𝑥𝑛 におけ
る無変調成分，ドップラ成分の複素レーダ波形 ℎ̇0(𝑡, 𝑥𝑛)，ℎ̇𝐷(𝑡, 𝑥𝑛) がそれぞれ以下のよう
に独立に得られる． 
ℎ̇0(𝑡, 𝑥𝑛) = 𝑅?̇? (𝑡 −
2𝐿
𝑣







𝑗𝜃𝑛                                  (2-9) 




 = 𝑣|ℎ̇𝐷(2𝐿/𝑣)|/ |
𝑑
𝑑𝑡
ℎ̇0(2𝐿/𝑣)|                            (2-10) 
加振中に得られたレーダ波形を繰り返し毎に並べ変えることでレーダプロファイル 
ℎ̇(𝑡, 𝑇) が得られる．さらにヒルベルト変換により複素レーダ波形 ℎ̇(𝑡, 𝑇) を求める．ヒルベ
ルト変換はレーダ波形をフーリエ変換し，負の周波数成分を 0，正の周波数成分を 2 倍した
後，逆フーリエ変換することで取得でき，レーダ波形から容易に計算できる．その後 ℎ̇(𝑡, 𝑇)
を T 方向にフーリエ変換して，無変調成分波形  ℎ̇0(𝑡, 𝑥𝑛) とドップラ周波数成分波形
 ℎ̇𝐷(𝑡, 𝑥𝑛) を抽出し，無変調成分波形を微分して式(2-10)に代入することで，反射体の振動
変位を得ることができる．Fig. 2-2 に振動変位算出の簡単な流れを示す． 
 




















(𝑒𝑗(2𝜋𝑓𝑣𝑡+𝜃𝑛) + 𝑒−𝑗(2𝜋𝑓𝑣𝑡+𝜃𝑛))                      (2-11) 
式(2-11)を前項での原理と同様に時間 𝑡 でフーリエ変換を行った後，加振成分𝑓𝑣のみを抽出
し，逆フーリエ変換したものを式(2-12)に示す．  
𝑍(𝑡) =  2𝜋𝑟𝑒𝑗𝜃𝑛                                     (2-12) 
加振成分𝑍(𝑡)から位相成分のみを抽出するため，𝑍(𝑡)を絶対値で割ることで振動成分を取り





















 一般に RC レーダでは孤立した物体の直上を移動しながら取得した波形を取得位置順
に並べたレーダプロファイルは Fig. 2-3 のようになる． 
 









を乗じてアンテナから反射体までの距離 𝑙 の関数とみなせる。このとき，ある距離 𝑙 に
現れる波は，アンテナを中心とする半径 𝑙 の球面上の任意の点から到来したことを示す．
その波源位置を推定するため，仮想波源 (𝑥, 𝑧)を過程すると，𝑛番目のアンテナ位置を𝑥𝑛と
した場合，座標(𝑥𝑛, 0)から仮想波源までの距離 𝑅 は式(2-15)で表される． 
𝑅(𝑥𝑛，𝑥，𝑧) = √(𝑥𝑛 − 𝑥)2 + 𝑧2                         (2-15) 
光速を𝑐，比誘電率を𝜀𝑟とすれば，媒質の伝搬速度は𝑣 = 𝑐/√𝜀𝑟 であり，アンテナ位置
 (𝑥𝑛, 0) で得られた受信波形を𝑔(𝑥𝑛, 𝑡)と表記すると，ある仮想波源(𝑥, 𝑧)から各アンテナ位
置に到来した波の振幅は 𝑔(𝑥𝑛, 2𝑅/𝑣) と表せる。従って，Fig.4-2 のようにアンテナ位置を




 ?̇?0(𝑥, 𝑧)，?̇?+(𝑥, 𝑧)は式(2-16)，(2-17)で表される． 
?̇?0(𝑥, 𝑧) = ∑
d
d𝑡
𝑔0̇(𝑥𝑛, 2𝑅(𝑥𝑛, 𝑥, 𝑧) 𝑣⁄ )
𝑁
𝑛=1                (2-16) 
?̇?+(𝑥, 𝑧) = ∑ 𝑔+̇(𝑥𝑛, 2𝑅(𝑥𝑛, 𝑥, 𝑧) 𝑣⁄ )
𝑁




 (𝑥𝑟 , 𝑧𝑟) = 𝑣|?̇?+(𝑥𝑟 , 𝑧𝑟)/?̇?0(𝑥𝑟, 𝑧𝑟)|                          (2-18) 
 











形の 2 倍以上のサンプリング周波数を設定する．しかし，GHz 帯の高周波信号を直接サン
プリングする方式は高コストであり，一般的には，S/N 比が低下することと引き換えに，等
価サンプリング方式を使用する．Fig. 3-1 に等価サンプリング方式の概念図を示す． 
 まず，高周波信号であるパルス波の周期を T とした時，パルス波から  𝑇 だけ周期をず
らした周期 𝑇 +  𝑇 のパルス波を生成する．この周期がずれたパルス波とレーダの受信パ
ルスのミキシングを行うと，周期Tの受信パルスに対し， 𝑇 だけずれた 1 点をサンプリン
グできる．2回目のパルスでは2 𝑇の値がサンプリングされ，n回目のパルスでは 𝑛 𝑇 の値
がサンプリングされる． 𝑇 の値を極めて小さく設定することで，高周波信号が多数のパル
スで等価的にサンプリングできる．等価サンプリングの周期を 𝑇 +  𝑇とした場合，𝑛(=













(伝搬速度 10 cm/ns）としているため，5 ns(200 MHz)を繰り返し周期と設定した． 
送信パルスの繰り返し周波数を 200 MHz(T=5ns)，等価サンプリングに用いる繰り返し周
波数を 199.999 MHz，繰り返し周波数差を 1 kHz( 𝑇 = 25fs)とした．したがって，n=200000
となり，1 つ 5 ns のパルス波を 200000 パルスで生成するため，5 ns×200000=1 ms となり，





 加振パルスドップラレーダシステムのブロックダイヤグラムを Fig. 3-2 に示す．また，本
システムによる計測の流れについて以下に示す． 
1. クロックジェネレータから送信パルスである 200 MHz の矩形波と，等価サンプリング
に用いる 1 kHz の周波数差を持った 199.999 MHz の矩形波の 2 種類を出力する．この
とき，A/D コンバータでのサンプリングに用いる 1 kHz と 4 MHz の矩形波も同時に出
力する． 
2. 生成した 200 MHz と 199.999 MHz の矩形波を 2 つのパルスジェネレータへ入力し，同
一周波数で繰り返すパルス波を得る． 






4. 3．で得られた受信波形と 2．で生成した 199.999 MHz のパルス波をミキサで掛け合わ
せることで受信信号を周波数差 1 kHz 分ずつサンプリングし，5 ns の波形を 1 ms へと
引き伸ばす形で再現する． 
5. 1 ms に引き伸ばされた信号をクロックジェネレータにて生成したサンプリング周波数
で A/D コンバータにて取得する．A/D コンバータではサンプリング周波数をデジタル
入力する際，周波数が 1/32 されるため，クロックジェネレータから 4 MHz を入力した
















システムの製作に使用した機器を Table 3-1 に，計測に使用した機器を Table 3-2 に示す． 
Table 3-1 システム使用機器 
名称 メーカー名 型番 
Clock Generator Silicon labs Si5340-D-EB 
Pulse Generator Alnair Labs EPG-210M 
OCXO Oscillo quartz 8788 
Power Amplifier 1 Mini-circuit ZVA-183-s 
Power Amplifier 2 Mini-circuit ZX60-83LN12+ 
Current Feedback 
Amplifer 
Texas Instrument THS300１EVM 
 
Table 3-2 計測使用機器 












DC Power Supply GwINSTEK GPS-4303 出力電圧:24V 
XA actuator SUS XA-50H-600  
A/D コンバータ タートル工業 TUSB-0224ADM 外部クロック 
外部トリガ 
 
計測に使用しているボウタイスロットアンテナは厚さ 0.3 mm の銅板とセミリジットケー
ブルを用いて作成した．ボウタイスロットアンテナの寸法の概念図を Fig. 3-3 に，実際に作
成したボウタイスロットアンテナを Fig. 3-4 に示す．また，空気中で取得した周波数特性を





Fig. 3-3 ボウタイスロットアンテナ寸法 
 









め，断面積 38×60 mm，横幅 205 mm のトロイダル形状の積層電磁鋼板を用いている．周囲
に巻いたエナメル線は直径 1.3 mm のものを 750 巻きした．製作した励磁コイルはリアクタ
ンス L：173.7 mH，巻線抵抗 r：4.8 Ω であった，実際のコイルを Fig. 3-6 に示す． 
 
 
Fig. 3-6 励磁コイル(750巻) 
 




























 次に，加振部分の整合コンデンサとコイルを含めた共振回路の回路図を Fig. 3-7 に示す． 
 
Fig. 3-7 整合コンデンサとコイルを含めた共振回路回路図 
  
 励磁コイルを含む共振回路部分は簡単な LC 直列共振回路となっている．回路と並列に
75Ω の抵抗が接続されているが，これは定電流源として動作するアンプが動作した際，イン
ピーダンスが無限大となり，動作制限がかかることを防ぐためである．また，共振回路の共
振周波数 𝑓𝑟 はコンデンサの合成容量を C、コイルのインダクタンスを L とすると，式(3-1)
によって求めることができる． 
                               𝑓𝑟 =
1
2𝜋√𝐿𝐶
                                (3-1) 
 式(3-1)より，共振周波数を算出すると 54.6 Hz となる．しかし，計測時は鉄筋の影響によ



















 製作したシステムを Fig. 3-8 に示す．  
 
 





クロックジェネレータ Si5340-D-EB では，IN1~IN3 の入力 3 端子，OUT0~OUT3 の出力 4
端子があり，各部入出力の対応を Table 3-3 に示す．波形を Fig. 3-9(a)~(e)に示す． 
 
Table 3-3 クロックジェネレータ出力値 
端子名 入出力先 設定値 振幅 図 
IN1 OCXO 10MHz 2.401V (a) 
OUT0 PulseGenerator1 200MHz 567.7 ㎷ (b) 
OUT1 PulseGenerator2 199.999MHz 624.6 ㎷ (c) 
OUT2 A/D コンバータ 4MHz 759.6 ㎷ (d) 









   (b)送信周波数(4ns/div)          (c) 相関周波数(4ns/div) 
 
 
       (d)クロック周波数(100ns/div)       (e)トリガ周波数(400μs/div) 
Fig. 3-9 クロックジェネレータ入出力波形 
 










[Pulse Generator + Power Amplifier] 
 クロックジェネレータからパルスジェネレータへ，200 MHz の送信周波数，199.999 MHz
の相関周波数の矩形波を入力した際の出力電圧値並びに，増幅器にて増幅させた電圧値を
Table 3-4 に，波形をそれぞれ Fig. 3-10，Fig. 3-11 に示す．また，パルスジェネレータの出力
スペクトルを Fig. 3-12，Fig.3-13 に，各種値を Table 3-5 に示す．  
 
Table 3-4 電圧値 
波形 振幅(mV) 最大値(mV) 最小値(mV) 
送信パルス 234.8 42.2 -192.5 
増幅後 2711 1020 -1691 
相関パルス 233.0 191.4 -41.6 
増幅後 2560 788.7 -1771 
 

















(a)送信パルス波形(400ps/div)   
     
     
(b)相関パルス波形(400ps/div) 














Fig. 3-12 送信パルススペクトル 
 
Fig. 3-13 相関パルススペクトル 
 
 
 送信パルス側に使用している増幅器は ZVA-183-s でありデータシートでのゲインは 26 
dB となっている．相関パルス側には ZX60-83LN12+を使用しゲインは 22 dB である．Table 
3-5 より，送信パルスでは増幅前後で振幅がおよそ 21.2 dB にあたる 11.5 倍，相関パルスで
はおよそ 20.4 dB にあたる 10.5 倍となっており，概ねデータシート通りのゲインが得られ
ていることが確認された．両方とも僅かに増幅率が減少しているが，この理由としては増幅
器の帯域が考えられる．ZVA-183-s では 700 MHz∼18 GHz，ZX60-83LN12+では 500 MHz∼8 
GHz であり，いくらかの低周波，高周波成分がカットされている可能性がある．  
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また，それぞれの増幅器においてサチュレーションを避けるため，増幅器の前に 3 dB の
アッテネータを接続し，入力の振幅を調整し，調整可能範囲において最大振幅が得られるよ
うにしている． 
 次に，パルスレーダの受信波形を Fig. 3-14(a)，受信波形を増幅させた際の電圧値を Table 
3-5 に，波形を Fig. 3-14(b)に示す．この際，アンテナを 40 dB のアッテネータで代替してい
る． 
 
Table 3-5 パルスレーダ受信波形振幅 
波形 振幅(mV) 最大値(mV) 最小値(mV) 
受信波形 20.85 7.413 -13.43 
増幅後 170.2 86.8 -83.4 
 
 









サンプリングを行った後の波形を Fig. 3-15，2.5 MHz のローパスファイルタを接続した後
の最終的な出力の電圧値を Table 3-6 に，波形を Fig. 3-16 に示す． 
 
Table 3-6 パルスレーダ出力波形振幅 
波形 振幅(mV) 最大値(mV) 最小値(mV) 
LPF 前波形 91.31 44.36 -46.94 
出力波形 68.91 37.38 -31.53 
 
 
Fig. 3-15 等価サンプリング後の波形(100μs/div) 
 
 








 システムのノイズ評価のため，かぶり 30 mm の鉄筋コンクリート供試体を用いての計測
を行った．加振周波数 53 Hz，1 秒間で供試体中央部の計測により得られたレーダ波形，並
びにスペクトルを Fig. 3-9 に示す．Fig. 3-9(a)は，1 ms 毎に計測されるレーダ波形を複素レ
ーダ波形に変換し，フーリエ変換したドップラ成分のスペクトルを示している． 0 Hz にみ
られる強い信号が無変調成分であり，53 Hz の 2 倍の周波数である 106 Hz 付近にみられる
応答が加振ドップラ成分の信号となっており，無変調成分と比較し，-60 dB 程度の大きさと
なっている．Fig. 3-9(b)にはこの時間波形を示しており，黒線が無変調成分のレーダ波形の
包絡線，赤線が 106 Hz にみられるドップラ成分の包絡線である．この時，比誘電率を 11 と
すると幾何学的配置により定まる鉄筋反射の到達時刻は 1 ns 程度であり，図のピーク位置
と一致する．このピークが供試体の鉄筋位置であり，無変調成分，ドップラ成分共にピーク
が得られている． 





時において最大 80 dB 程度のダイナミックレンジを実現した． 
また，ノイズレベル評価のため，別の供試体の計測を行った．この時，パルスレーダの設























Fig. 3-9 加振パルスレーダのレーダ波形 
 














 実験に使用した供試体は，D13，D16，D19 の 3 種類の鉄筋がかぶり 30 mm の位置に埋設
されている，W/C63%のものである．供試体の寸法を Fig. 4-1 に示す． 
 








御で移動させる移動機構の製作を行った．アンテナは給電点間隔 40 mm とし，供試体と接
地させるため，固定治具との間に緩衝材として厚さ 10 mm のスポンジを挟んだ．また，不
要反射波低減のため，励磁コイルとアンテナの間に厚さ 30 mm のスポンジを設置した．製
















(a)側面                   (b)裏面 





 パルスレーダの設定並びに，計測条件を Table 4-1 に示す． 
 
Table 4-1 パルスレーダ各種設定値 
名称 設定値 




A/D コンバータ 外部トリガモード 
サンプリング周波数：125kHz 






 移動計測では，再現性向上のためアクチュエータ制御で移動を行った．計測区間 300 mm
を 5 mm 間隔，計 61 点の計測とした．また，計測時間，計測間隔共に 1 秒とし，300 mm, 61



























Fig. 4-5 Fig. 4-4の合成開口処理結果 
 
Fig. 4-4 のレーダプロファイルでは，無変調成分、ドップラ成分共に 1 ns 付近に 100 mm
の間隔で放物線上のプロファイルが見られ，鉄筋の明瞭な応答が確認できる． 





































Fig. 4-7 Fig. 4-6の合成開口処理結果 
 
 既往のシステムでは，1 点の計測に 120 秒ほどかかり，一度に 60 点の計測を行うと励磁












′ × 𝑣      (4-5) 




Fig. 4-8 かぶり 30 mmの供試体の加振レーダ計測における振動変位比較 
 
 パルスレーダの振動変位に関しては，追加での計測を行い，4 測線の平均及び標準偏差を
示している．パルスレーダ，加振レーダ共に，鉄筋径 19 mm が最も振動変位が大きく，次




あることに加えて，加振レーダでは 120 秒程度かかっていた計測時間を同一の SN 比に換算






















































(3CaO ∙ 𝐴𝑙2𝑂3)，ケイ酸三カルシウム(3CaO ∙ Si𝑂2)，ケイ酸二カルシウム(2CaO ∙ Si𝑂2)，鉄ア
ルミン酸四カルシウム(4CaO ∙ 𝐴𝑙2𝑂3 ∙ 𝐹𝑒2𝑂3)の酸化カルシウムを主成分とした 4 種類であ
る．これらの物質の水和反応を式(5-1)から式(5-4)に示す． 
[3CaO ∙ 𝐴𝑙2𝑂3] 
3𝐶𝑎𝑂 ∙ 𝐴𝑙2𝑂3 + 𝐶𝑎(𝑂𝐻)2 + 18𝐻2𝑂 
→ 3𝐶𝑎𝑂 ∙ 𝐴𝑙2𝑂3 ∙ 𝐶𝑎(𝑂𝐻)2 ∙ 18𝐻2𝑂             (5-1) 
[3CaO ∙ Si𝑂2] 
3𝐶𝑎𝑂 ∙ Si𝑂2 + 3.8𝐻2𝑂                   
→ 1.7𝐶𝑎𝑂 ∙ Si𝑂2 ∙ 2.5𝐻2𝑂 + 1.3𝐶𝑎(𝑂𝐻)2          (5-2) 
[2CaO ∙ Si𝑂2] 
2𝐶𝑎𝑂 ∙ Si𝑂2 + 2.8𝐻2𝑂                   
→ 1.72𝐶𝑎𝑂 ∙ Si𝑂2 ∙ 𝐻2𝑂 + 𝐶𝑎(𝑂𝐻)2           (5-3) 
[4CaO ∙ 𝐴𝑙2𝑂3 ∙ 𝐹𝑒2𝑂3] 
4𝐶𝑎𝑂 ∙ 𝐴𝑙2𝑂3 ∙ 𝐹𝑒2𝑂3 + 2𝐶𝑎(𝑂𝐻)2 + 36𝐻2𝑂             
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陽極：𝐹𝑒 → 𝐹𝑒2+ + 2𝑒−               (5-6) 
陰極：𝑂2 + 2𝐻2𝑂 + 4𝑒
− → 4𝑂𝐻−            (5-7) 
 
 式(5-6)，(5-7)で生成した鉄イオン(II)と水酸化物イオンが以下のような反応を示す． 
2𝐹𝑒2+ + 4𝑂𝐻− → 2𝐹𝑒(𝑂𝐻)2                            (5-8) 







𝑂 → 2𝐹𝑒(𝑂𝐻)3                 (5-9) 
2𝐹𝑒(𝑂𝐻)3 → 𝐹𝑒2𝑂3 +𝐻2𝑂                                 (5-10) 











に生成する錆の成分をまとめたものを Table 5-1 に示す． 











𝐹𝑒3𝑂4 > 𝛼 − 𝐹𝑒𝑂𝑂𝐻 > 𝛾 − 𝐹𝑒𝑂𝑂𝐻 
𝛽 − 𝐹𝑒𝑂𝑂𝐻，無定形錆 
田園地帯 - 
中性 







電時間を変えることにより鉄筋の腐食量を制御する．電食実験の概要を Fig. 5-1 に示す． 
 
Fig. 5-1 電食実験概要図 
 







Fig. 5-2 に実験の様子を示す．実験に使用した RC 供試体は，第 4 章のシステム比較にて使
用した W400×H100×D300，鉄筋径 190 mm，160 mm，130 mm の 3 本がかぶり 30 mm に埋設
された供試体を鉄筋の両端 50 mm の部分で切断，供試体を 3 つに分割し，W150×H100×D300
40 
 
と W100×H100×D300 の 2 種類にしたものである．この供試体を電食と並行して，鉄筋直上
長手方向へ 300 mm 移動計測を行った．計測機構も第 4 章にて用いたものと同様のものだ
が，計測方向が異なるため，計測治具を 90 度回転させて使用した。 Fig. 5-1 の通りに供試
体を配置した．配置後の写真を Fig. 5-2 に示す． 
 
    
(a) 供試体側面             (b)供試体上面 
Fig. 5-2 電食実験配置 
 
 電食に使用した塩水は濃度 10%のものとし，3 つの供試体を直列に接続し電食を行った．
印加電流は塩水が浸透しインピーダンスが低下するまでは 10 mA，インピーダンス低下後





 5-4-1 イメージング結果 
積算電流 3 A・h の段階にて鉄筋径 190 mm の供試体の鉄筋端部，3.5 A・h にて鉄筋径 160 
mm の供試体の鉄筋端部からそれぞれ錆汁の漏出が確認された．その際の供試体の様子を
Fig .5-3(a),(b)にそれぞれ示す．この際，鉄筋端部以外からの錆汁漏出は確認されず，供試体
にひび割れも確認できなかった．また，積算電流 6 A・h にて鉄筋径 130 mm の供試体の上





    
(a) 鉄筋径 190㎜                      (b) 鉄筋径 160㎜ 
Fig. 5-3 錆汁漏出の様子 
 
 
Fig. 5-4 鉄筋径 130㎜供試体における錆汁漏出の様子 
 
 電食時の積算電流毎におけるイメージング結果を鉄筋径 190 mm，160 mm，130 mm の順
に，それぞれ Fig. 5-5，Fig. 5-6，Fig. 5-7 に示す．図中，上 2 つが，左から直流成分とドッ
プラ成分のレーダプロファイルであり，下 2 つがそれぞれを合成開口処理したものにな








(a) 積算電流 0A・h          (b)積算電流 0.5A・h 
 
(c) 積算電流 1.0A・h               (d)積算電流 2.0A・h 
 
(e) 積算電流 3.0A・h         (f) 積算電流 3.5A・h 
 
(g) 積算電流 4.0A・h         (h)積算電流 4.5A・h 
 





(k) 積算電流 6.0A・h        (l) 積算電流 6.5A・h 
 
(m) 積算電流 7.0A・h             (n) 積算電流 7.5A・h 
 
(o) 積算電流 8.0A・h            (p) 積算電流 8.5A・h 
 
(q) 積算電流 9.0A・h          (r) 積算電流 9.5A・h 
 
(s) 積算電流 10.0A・h 





(a) 積算電流 0.0A・h          (b) 積算電流 0.5A・h 
 
(c)  積算電流 1.0A・h         (d) 積算電流 2.0A・h 
 
(e) 積算電流 3.0A・h              (f) 積算電流 3.5A・h 
 
(g)  積算電流 4.0A・h            (h) 積算電流 4.5A・h    
 





(k) 積算電流 6.0A・h           (l) 積算電流 6.5A・h 
 
(m) 積算電流 7.0A・h              (n)  積算電流 7.5A・h 
 
(o) 積算電流 8.0A・           (p) 積算電流 8.5A・h 
 
(q) 積算電流 9.0A・h           (r) 積算電流 9.5A・h 
 
(s)  積算電流 10.0A・h 





(a) 積算電流 0.0A・h          (b)  積算電流 0.5A・h 
 
(c)  積算電流 1.0A・h           (d) 積算電流 2.0A・h 
 
(e) 積算電流 3.0A・h           (f)  積算電流 3.5A・h 
 
(g) 積算電流 4.0A・h           (h)   積算電流 4.5A・h 
 





(k) 積算電流 6.0A・h          (l)  積算電流 6.5A・h 
 
(m) 積算電流 7.0A・h         (n)  積算電流 7.5A・h 
 
(o) 積算電流 8.0A・h         (p)  積算電流 8.5A・h 
 
(q) 積算電流 9.0A・h         (r)  積算電流 9.5A・h 
 
(s) 積算電流 10.0A・h 





 Fig. 5-5~Fig. 5-7 までの各積算電流でのイメージング結果を元に，振動変位の空間分布を
算出し，積算電流毎に縦に並べた結果を Fig. 5-8 に示す．この時，マイグレーション処理の
原理上計測データ両端 50 mm は参考値であるため除外する． 
Fig.5-8 より，積算電流の増加に伴い，鉄筋径 130 mm 供試体では計測開始位置から 12 cm
と 17~25 cm 付近に，160 mm 供試体では 10 cm，14 cm，18 cm 付近に，190 mm では 14 cm
付近にそれぞれ振動変位の局所的な上昇が確認された．また，鉄筋径 130 mm 及び 160 mm




Fig. 5-8 鉄筋振動変位分布 
 
5-4-3鉄筋の腐食評価 






Fig. 5-9 電食後の D19供試体 
 
 




Fig. 5-11 電食後の D13供試体 
 









(a) 120mm付近              (b) 200mm付近 











した．イメージングによる振動変位計測を行った 300 mm を計測範囲とし，アクチュエータ
を 15 mm/s で移動させて計測を行った．この時，A/D コンバータのサンプリング周波数は
20 kHz とした．計測の様子を Fig. 5-14 に，計測した計測面を鉄筋断面で表したものを Fig. 
5-15 に，レーザ変位計での計測結果を Fig. 5-16~Fig. 5-18 に示す． 
 
  
(a)  徐錆前              (b)徐錆後 
Fig. 5-13 はつり出しした鉄筋 
 










(a) 計測線 A              (b) 計測線 B 
 
(c)  計測線 C            (d) 計測線 D 
Fig. 5-16 D13鉄筋節計測結果 
 
(a) 計測線 A             (b) 計測線 B 
 
(c) 計測線 C                 (d)計測線 D 
Fig. 5-17 D16鉄筋節計測結果 
 
(a) 計測線 A             (b) 計測線 B 
 
(c) 計測線 C               (d) 計測線 D 




















































し，鉄筋径 130 mm の鉄筋がかぶり 2 cm の位置に 2 本埋設されているものである． 
Control 供試体は，加熱，塩水浸漬，屋外暴露を行わないものとした． 塩水 Control 供試体
では，塩水浸漬並びに屋外暴露を行った供試体となっている．下 2 つは加熱部位を鉄筋中
央の鉄筋側，反対側に変えたものとなっており，いずれも塩水浸漬，屋外暴露行ったもの










 計測条件並びに使用した計測機構は，第 5 章と同様のものとした．計測の様子を Fig. 6-2
に示す． 
 
 計測は 2 回行い，1 回目の計測は 1 か月塩水浸漬を行った後 3 か月ほど屋外暴露を行った
ものである．2 回目の計測は 1 回目の計測から供試体をさらに 1 か月の間塩水に浸漬させた











 1 回目，2 回目の各供試体における計測後のイメージング結果，イメージング結果から算
出した振動変位並びに各供試体の写真を Fig. 6-3~Fig. 6-18 に示す．  
 






(a)  L側鉄筋 
 
(b) R側鉄筋 




































Fig. 6-9塩水 Control供試体計測面(1回目) 
 

































































Fig. 6-11~Fig. 6-14 より，上面加熱供試体では，R 側鉄筋は Control 供試体と比較し，大き
な振動変位の上昇はみられなかったが，L 側鉄筋の前半 150 mm 付近までにおいて局所的な
振動変位の上昇がみられた．また，計測面である供試体上面において，L 側鉄筋の振動変位
の上昇に概ね対応する位置にひび割れがみられた．2 回目の計測では， 1 回目の計測にて振
動変位が高かった部分に加え，180 mm 付近に新たに振動変位の局所的な上昇がみられた．
また，この振動変位の上昇に対応するように供試体上面にもひび割れの進展が確認された． 




目の計測では，計測開始位置から 50 mm 付近に，1 回目の計測では 12 μm 程度だった振動

















 前項にて計測した供試体の内，塩水浸漬させた塩水 Control 供試体並びに，振動変位の最
も局所的な変化が確認された上面加熱供試体を分割し，内部の腐食状況の確認を行った．分
割した供試体は計測開始位置から 100 mm を含む長さ 200 mm の大きさに切断したものであ




Fig. 6-19 供試体分割概要図 
 
 









Fig. 6-21 上面加熱供試体 
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 Fig. 6-20 より，2 回目の計測でも振動変位の上昇がみられなかった塩水 Control 供試体で
は，鉄筋に腐食は全くみられなかった． 
 Fig. 6-21 より，1 回目 2 回目通して振動変位に大幅な上昇が確認されていた上面加熱供試
体の L 側鉄筋は鉄筋全体に錆がみられた．R 側鉄筋においても腐食はみられたが，L 側鉄筋
では供試体分割時に供試体から外れる程度に付着切れが進行していたことが確認された．



















































 RC 供試体を 5 章と同様の方法で，表面にひび割れが生じるまで電食を行った．使用した
供試体は，W100×H100×D300，D16 鉄筋がかぶり 30 mm の位置に埋設されている供試体で
あり，計測機構は第 4 章と同様のものを使用した． 
 
7-1-2 実験結果 





 Fig. 7-1 より，鉄筋全体が腐食しており，錆汁が鉄筋上側に広がることで鉄筋直上にひび
割れが生じたと思われる．振動変位は中央部 140 mm 付近で最大となっており，この値は，
電食前の 4 倍程度の値である．また，励磁コイルが供試体から外れる両端 50 mm 近辺まで
はドップラ成分が小さくなった． 
 また，振動変位の大幅な上昇がみられた 140 mm の位置と，振動変位の大幅な上昇がみら
れていない 100 mm の位置での鉄筋と直行する方向で移動計測を行った結果を Fig. 7-2 に示














(a) 140mm    
  
(b)100mm 
Fig. 7-2 鉄筋直交方向イメージング結果 
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  Fig. 7-1 より，錆汁は供試体上面や側面への浸透が確認されており，錆汁が振動物体と仮
定した際，鉄筋直交方向へ移動計測した場合において，鉄筋位置以外で大きなドップラ成分
が得られるはずである．しかし，Fig. 7-2 では，ドップラ成分のレーダプロファイル，イメ












                                  (7-1) 
この時，γ：腐食生成物の体積膨張率，𝜌：腐食生成物の密度(g/𝑐𝑚3)，𝑛𝑖：腐食生成物の分
子一個に含まれる Fe，O，H 等の各原子の数，𝑢𝑖：Fe，O，H 等の各原子量，𝜌𝐹𝑒：Fe の密度
(g/𝑐𝑚3)とする． 
5 章でも述べたが，腐食生成物は発生環境により生じる物質や存在比が異なるため，代表的
なものの算出を行った．算出した体積膨張率を Table 7-1 に示す．また，腐食生成物の密度
に関しては不明瞭な点が多く，算出結果は 1 例である． 
 
Table 7-1 体積膨張率 
腐食生成物 密度(mg/𝑐𝑚3) 体積膨張率 
𝛼 − 𝐹𝑒𝑂𝑂𝐻 4.3 2.9 
𝛽 − 𝐹𝑒𝑂𝑂𝐻 3.6 3.5 
𝛾 − 𝐹𝑒𝑂𝑂𝐻 4.1 3.1 
𝐹𝑒3𝑂4 5.2 2.1 
𝐶𝑎𝐹𝑒𝑂2𝐶𝑙 3.4 6.9 
 































































































 1 章は序論であり，現在主流で行われている RC 構造物の検査方法，並びに加振レーダ法
について述べると同時に，それらの欠点について指摘した． 
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計測を行った供試体の寸法を Fig. 10-1，概要を Table 10-1 に示す． 
 
 
Table 10-1 供試体概要 
試験体 No. 加熱 衝撃 HPFRCC 塩水 屋外曝露 
6－1 / / / / / 
6－4 500℃ / / 
〇 〇 
1－5 500℃ 〇(軽) 〇 
4－1 300℃ 〇(軽) / 
4－2 500℃ 〇 〇 
4－3 / 〇 〇 
4－4 500℃ 〇 / 
4－5 / 〇 / 
 
 Table 10-1 より，6-1 供試体が Control 供試体であり，何も処理を行っていないものであり，
6-1供試体を除く他の供試体は加熱や爆薬による衝撃を与えて破壊した後塩水浸漬と屋外暴
 








Fig. 10-2 HPFRCC供試体 
 
使用した計測機構は 5 章，6 章と同様のものを使用した．また，励磁コイルへの印加電流














(c) 6-1供試体 L側側面 
 
(d) 6-1供試体 L側振動変位 






(a) 6-4供試体 R側側面 
 
(b) 6-4供試体 R側 
 
(c) 6-4供試体 L側側面 
 
(d) 6-4供試体 L側 








(a) 4-1供試体 R側側面 
 
(b) 4-1供試体 R側 
 
(c) 6-4供試体 L側側面 
 
(d) 4-1供試体 L側 








(a) 4-4供試体 R側側面 
 
(b) 4-4供試体 R側 
 
(c) 4-4供試体 L側側面 
 
(d) 4-4供試体 L側 







(a) 4-5供試体 R側側面 
 
(b) 4-5供試体 R側 
 
(c) 4-5供試体 L側側面 
 
(d) 4-5供試体 L側 







(a) 1-5供試体 R側側面 
 
(b) 1-5供試体 R側 
 
(c) 1-5供試体 L側側面 
 
(d) 1-5供試体 L側 







(a) 4-2供試体 R側側面 
 
(b) 4-2供試体 R側 
 
(c) 4-2供試体 L側側面 
 
(d) 4-2供試体 L側 







(a) 4-3供試体 R側側面 
 
(b) 4-3供試体 R側 
 
(c) 4-3供試体 L側側面 
 
(d) 4-3供試体 L側 





Fig. 10-4 より，Control 供試体である 6－1 供試体では，5 章 6 章での供試体計測と同様に
振動変位はほぼ変化しないことが確認された． 
 Fig. 10-5，Fig. 10-6 より，加熱，塩水浸漬，屋外暴露，軽度の衝撃を行った供試体である
6-4 では部分的に振動変位の上昇が確認された．6 章でも見られたが，振動変位が上昇して
いる部分，もしくはその付近において，供試体側面にひび割れが確認された． 
 Fig. 10-7，Fig. 10-8 より，加熱，塩水浸漬，屋外暴露，大規模の衝撃を行った供試体であ
る 4－4 では，供試体が複数に分散されるようなひび割れが生じており，振動変位が 100 m
を超える非常に大きい値が確認された．この原因として，内部の付着が完全にきれ，鉄筋と
コンクリートに大きな空隙が生じていることが考えられる．また，Fig. 10-5，Fig. 10-6 とは
異なり，表面に出るひび割れと振動変位の上昇部位の対応はとれなかった． 
Fig. 10-9∼Fig. 10-11 より，衝撃が軽度である 1-5 の供試体では，振動変位に大きな変化は
みられないことに加え，補強によるかぶり増加に伴い，振動変位も全体的に低下している．
4-2，4-3 供試体では，R 側鉄筋では 1-5 同様大きな変化はみられなかったが，L 側の供試体
中央部において動変位が 4-2 では 50 m 程度，4-3 では 18 mm 程度まで増加していること
が確認された． 
 また，補強無しの供試体の内，最も大きな振動変位が得られた 4-5 供試体の一部を破壊
し，内部の鉄筋の状態の確認を行ったものを Fig. 10-12 に示す． 
 











 かぶり 5.5cm の供試体並びに 7cm の供試体の中央部において加振計測を行った．計測に
使用した供試体を Fig. 10-13，Fig. 10-14 に示す． 
 
 
Fig. 10-13 かぶり 5.5cm供試体 
 
 





計測条件は第 5 章，6 章と同様，周波数差 1kHz，125kHz サンプリング，計測時間 1 秒と
した．加振周波数は 53Hz，印加電流は 10A とした．計測結果を Fig. 10-15，Fig. 10-16 に示
す． 
 















 Fig. 10-16 より，かぶり 5.5cm 時よりドップラ成分は小さくなったが，かぶり 7cm の位置
においても鉄筋反射を確認できた。 
 尚，ドップラ成分がかぶり 5.5cm の時と変わらないが，これは鉄筋径の差によるものだと
思われる． 






Fig. 10-16 かぶり 7cmD16鉄筋計測結果 
